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2019年１月改訂の米国特許保護適格性に関するガイダンスはどのような経緯で発表さ
れたものでしょうか？

特許保護適格性とは、特許法で保護される対象としての適格性であり、米国の裁判例
では度々争われてきました。近年においては、2010年のビルスキ最高裁判決におい

て、ビジネス関連技術の特許保護適格性が争われ１、2014年にはアリス最高裁判決において金融
関係技術の特許保護適格性が争われました２。これらの判断はCAFC３の判断にも大きく影響を
与え、USPTO４のホームページには特許保護適格性の専用頁が設けられ５、特許保護適格性につ
いてCAFCで争われた裁判例をリスト化しています。
アリス最高裁判決は、特許保護適格性を２段階ステップで判断するフレームワークを示しまし
た。しかしながら、弾力性のあるフレームワークであることから、日々審査が要求される
USPTOにおいても審査の混乱が見られたようです。このような状況に対し、USPTOは、審査の
予測可能性向上と明確性の観点から、裁判例に基づくメモ６を発表してきました。2019年１月に
発表された特許保護適格性に関するガイダンス（以下、「新ガイダンス」といいます。）はこのよ
うな状況で発表されたものであり、実務上非常に参考になるものです。
そこで、本稿では、新ガイダンスの要点を説明しつつ、特に特許出願人の立場から特許保護適
格性を主張可能な材料を提供し、従来の裁判例も参考として、特許出願人の取るべき具体的な方
策についてご紹介いたします。なお、本稿では、特に、ソフトウエアに関する特許保護適格性を
説明します。
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